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1はじめに

当社は，安価な火力電源を安定的に確保するため，「新しい火力電源入札の運用に係る指針」（以下「火力入札

ＧＬ」）に基づき，自社応札を前提とした入札募集を行うことといたしました。

その実施にあたり，火力入札ＧＬに則り当社が作成した「平成２６年度電力卸供給入札募集要綱（案）」（以下「入

札募集要綱（案）【見直し前】」）に対する提案募集（ＲＦＣ（Ｒｅｑｕｅｓｔ Ｆｏｒ Ｃｏｍｍｅｎｔｓ））を行い，いただいたご

提案に対し６月６日に当社の回答を公表するとともに､ご提案を一部反映した要綱（案）（以下「入札募集要綱

（案）【見直し後】」）を策定いたしました。

火力電源入札ＷＧにおいて，入札募集要綱（案）【見直し後】と火力入札ＧＬとの適合についてご確認をお願いい

たします。

（これまでの経緯）

平成26年3月27日

• 平成２６年度供給計画の届出

• 入札募集の実施を公表

• 当社ホームページに火力電源入札専用サイトを開設

（http://www.tohoku-epco.co.jp/jiyuka/nyusatu.htm）

平成26年4月10日

• 入札募集要綱（案）【見直し前】の公表

• 入札募集要綱（案）【見直し前】に関する事前説明会開催（参加者数：約40社・60名）

平成26年4月10日

～5月9日

• 入札募集要綱（案）【見直し前】に対する提案募集（ＲＦＣ）

※６社から合計で４９件のご提案等



１．入札募集要綱（案） 【見直し前】の概要について
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（１）主な募集条件の概要

１．入札募集要綱（案） 【見直し前】の概要① 3

以下の「入札募集要綱（案）【見直し前】」について，ＲＦＣにより広くご提案を募集

募集電源１ 募集電源２

供給開始時期 平成32年6月～平成34年6月 平成35年6月～平成36年6月

募集規模 60万ｋＷ 60万ｋＷ

年間契約基準利用率
70％～80％ 40％～50％

主な応札条件

（１）価格条件

入札価格に二酸化炭素対策コスト・近接性評価を加減算した判定価格が上限価格（当

社の応札価格）以下となること

※当社は自社応札を予定しているため，上限価格は非公表

（２）契約供給期間

原則15年間（10～20年間の範囲で1年単位で任意に設定）

（３）技術的信頼性

技術的信頼性（発電実績を有する，あるいは，発電実績を有する者の技術的支援を受

ける等）が確保されていること

（４）利用率変動許容性

年間利用率が年間通告利用率から±10％まで調整可能であること

（５）遵守すべき基準

電気事業法，計量法等の発電事業に関連する諸法令，技術基準等を遵守

（６）系統アクセス

受電側接続検討終了後に系統連系に関する暫定申込みが必要

※受電側接続検討には，3ヶ月程度必要



１．入札募集要綱（案） 【見直し前】の概要② 4

（１）主な募集条件の概要 つづき

評価方法

【順位の決定】

•価格要素に加え，再生可能エネルギー導入を進めるため，需給変動対応および計画の確

実性に関連する非価格要素を考慮

•価格要素と非価格要素の比率は，募集電源１は84：16，募集電源２は80：20となるよう価

格点および非価格点を設定

•価格点と非価格点の合計の最大が100点となるように評価し，順位を決定

【価格点の設定 《当社の系統に連系する場合》】

評価価格（円/kWh） ＝ 判定価格 ＋ 電源線等以外工事費単価（一般負担分）

価格点 ＝

【非価格点の設定】

※通告変更が当日まで可能な場合は６点，前日まで可能な場合は４点

応札者の中で最安値となる評価価格

評価価格

《募集電源１の場合》

× ８４

《募集電源２の場合》

× ８０

非価格要素として考慮する項目 募集電源１ 募集電源２

直前の通告変更に対応できるもの
※

６または４ ６または４

日間起動停止が可能なもの 非考慮 ４

周波数調整に参加するもの ３ ３

利用率変動許容性±15％まで許容するもの ３ ３

用地確保済みのもの ２ ２

燃料調達の具体的計画を有しているもの ２ ２

合 計 （最大） １６ ２０
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評価方法

【同点となった場合の順位の決定方法】

• 価格点と非価格点の合計点が同点となった場合は，以下の項目順に評価することで順

位を決定

① 当社への供給開始が早いもの

② 環境枠ありのもの，あるいは，自治体同意済みのもの

③ ①，②を考慮してもなお，順位が決定しない場合は，需給変動対応および計画の確

実性等を総合的に判断し，順位を決定

落札者の決定

募集電源１および２とも，順位が上位のものから夏季出力を累計し，募集規模６０万ｋＷに

達する応札者までを落札候補者として選定。

ただし，６０万ｋＷに達する最後の応札者までの夏季出力の累計量が７０万ｋＷを超える場

合，次のとおり落札候補者を選定

（１）当社より６０万ｋＷに達する最後の応札者に対し，夏季出力の累計量が７０万ｋＷとな

る必要量の入札価格の再算定および非価格要素の再検討を依頼

（２）再算定後の入札価格および非価格要素の再検討結果にもとづき改めて合計点を算定

し，当該応札者の次の順位となる応札者の合計点と比較し，合計点が高い応札者を落

札候補者に選定

※当該応札者の次の順位となる応札者が上限価格以下，かつ夏季出力の累計量が

７０万ｋＷとなる必要量を超える場合には，同様に再算定・再検討を依頼

（３）当社の指定する期日までに再算定後の入札価格等を提出しない場合や再算定後の入

札価格が上限価格を超える場合は，当該応札者の次の順位となる応札者を対象として

落札候補者を選定

（４）（１）～（３）の選定方法にもとづき，60万ｋＷに達する最後の応札者までの夏季出力の

累計量が70万ｋＷ以内となるまで落札候補者の選定を実施

（１）主な募集条件の概要 つづき
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落札者の決定

募集期間

７月中旬（中立的機関での確認後）から入札募集受付を開始し，10月下旬に締切

※ＲＦＣ開始（Ｈ２６．４．１０）から入札募集締切までの期間：６ヶ月強

（１）主な募集条件の概要 つづき
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（２）運用に関する事項の概要

受給料金

（二部料金制）

• 基本料金 ： 資本費と運転維持費の合計

資本費 … 入札時の年度別の費用で固定（年額を12で除した金額を毎月支払い）

※電源線等工事費について状況変化（他の応札者と競合する場合など）

による再算定を行った場合，確定精算を行った場合はそれぞれ調整，

精算後の工事費にもとづき置き換え

運転維持費 … 入札時の年度別費用を基本とし，平成25年度の指標と当該年度の指

標との変動率により，年度ごとに調整

• 電力量料金 ： 燃料本体費と燃料関係諸経費の合計

燃料本体費 … 入札時に前提としたＣＩＦ価格と当該月に適用するＣＩＦ価格との変

動率により，月ごとに調整

燃料関係諸経費 … 平成25年度の指標と当該年度の指標との変動率により，年度ごと

に調整

ペナルティ

制度

発電

余剰

通告電力量（発電計画値）を超過した場合，超過分に適用する電力量料金単価を半減

ただし，契約最大電力の３％（バンド幅）以内の超過電力量については免責

発電

未達

通告電力量に対し未達が生じた場合，未達電力量に対し「基本料金年額÷年間通告電力

量×１．５」を乗じた額を，当該月の基本料金から割戻

ただし，契約最大電力の３％（バンド幅）以内の未達電力量については免責
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ペナルティ

制度

事故

①停電割戻 ： 運転中の事故等により，発電の全部または一部を停止した場合は，発

生から２時間の停電電力量に対し「基本料金年額÷年間通告電力量×

１．５」を乗じた額を，当該月の基本料金から割戻

②超過停止割戻 ： 運転中の事故等により，発電の全部または一部を停止した場合，停止

した時間における通告電力量と実績受給電力量との差を停止電力量と

して累積
※

停止電力量の年間累積値が年間許容枠（年間通告電力量の３％）を超

える場合，その超過する電力量に対し「基本料金年額÷年間通告電力

量×１」を乗じた額を割り戻すこととし，年度末の基本料金にて精算

※天変地異等やむを得ない場合は免責。ただし，耐震設計で想定してい

る一般的な地震動および津波対策で想定している頻度の高い津波に

よる停止は免責の対象外とし停止電力量として累積

また，耐震設計で想定している高レベルの地震動および津波対策で

想定している最大クラスの津波に起因する事故等については原則被

災日から12ヶ月間を免責期間とし，12ヶ月を超えた期間は停止電力量

に累積（復旧することを前提に協議を実施）

通告運用

原則として，年度ごとに当社へ供給可能な電力量（年間供給可能電力量）にもとづき，通告

計画ならびに年間通告電力量を設定

年間供給可能電力量は，停止計画および標準的なパターンを参考に，需給状況等を踏ま

え，年間契約基準電力量を大きく逸脱しない範囲で設定

電力需給状況，電力設備状況および電源の経済性等を考慮し必要な場合は，年間供給可

能電力量から以下の電力量を減じた範囲内で年間通告電力量を設定

募集電源１ ： 契約最大電力 × ８，７６０時間 × ２０％ に相当する電力量

募集電源２ ： 契約最大電力 × ８，７６０時間 × １０％ に相当する電力量

（２）運用に関する事項の概要 つづき
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通告変更

電力需給状況，電力設備状況および電源の経済性等その他の事情がある場合，年間通告

電力量より契約最大電力に8,760時間を乗じた値の10％に相当する電力量を加減算した範

囲内で，当社は年度当初と異なる通告が可能
※１

※１ 非価格要素である「利用率変動許容性を±15％まで許容する」ことを選択した

場合は，年間通告電力量から，契約最大電力に8,760時間を乗じた値の15％に

相当する電力量を加減算した値の範囲内で年度当初と異なる通告が可能

通告変更を行う期限は，原則，以下のとおり
※２

募集電源１ ： 平日で週間計画通告期限の前日

募集電源２ ： 平日で実受給日の2日前

※２ 非価格要素である「直前の通告変更に対応できる」ことを選択した場合は，原則，

以下のとおり

当日まで可能な場合 ： 実受給の1時間前

前日まで可能な場合 ： 前日の正午

年間未達通告

補償

当社の電力需給状況等の理由により通告変更した場合の通告電力量の年間合計値が，

当該時間帯における通告計画にもとづく電力量の年間合計値を下回り，その差が利用率

変動許容性を超えた場合，その未達電力量に電力量料金単価を乗じた金額を年度末月に

電力量料金にあわせて支払い
※

※天変地異等やむを得ない場合は免責

（２）運用に関する事項の概要 つづき
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余力活用

当社が契約最大電力に相当する電力量を下回る通告を行う場合，落札者はその差分につ

いて余力活用が可能

※余力活用時に当社の通告電力に未達が生じた場合で，その未達の発生事由が落札者

の故意または過失であることが判明した場合，未達に相当する電力量を余力活用補償

電力量とし，これに基本料金単価の３倍を乗じた金額を当該月の基本料金から割戻

（２）運用に関する事項の概要 つづき

（３）契約に関する概要

契約保証金

契約履行の担保のため，契約保証金（契約最大電力１ｋＷあたり５，０００円）の預託，また

は金融機関発行の保証書等の提出を受ける

供給開始年月

の変更

供給開始年月は，原則12ヶ月を限度に，供給開始繰り延べ１日ごとに契約最大電力に

１３．７０円／ｋＷを乗じた補償を相手方に行うことにより繰延可能（１３．７０円＝５，０００円

／ｋＷ÷３６５日）

免責事由 ： ①天変地異等やむを得ない事由による場合

②落札者の責めとならない地域事情等の事由で発電所の建設が遅延した場

合で，契約締結後１年以内に申し出した場合

③当社の責めとならない用地事情等の事由で系統アクセス設備の建設が遅延

した場合で，契約締結後１年以内に申し出した場合
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契約の解約

やむを得ない事由が生じた場合，以下の補償を行い契約の解約が可能

《供給開始前 (逸失利益は対象外)》

落札者が申し出た場合，契約保証金に相当する金額および系統アクセス工事に要した

費用の実費を補償

当社が申し出た場合，解約によって通常生ずべき落札者の損失を補償

ただし，天変地異等の場合は補償を免責(供給開始年月の変更の免責条件に同じ)

《供給開始後 (逸失利益も対象)》

落札者が申し出た場合，精算額，逸失利益(残存契約期間が７年を超える場合は解約

時点から７年間分を上限)，系統アクセス設備の残存価額および撤去費用を補償

ただし，落札者の責めとならない場合は逸失利益の補償は適用しない

当社が申し出た場合，解約によって通常生ずべき落札者の損失(逸失利益を含む)を補償

※原則として７年前までに相手方に申し出が必要

契約の解除

いずれか一方が契約の遵守を著しく怠った場合，その相手方が契約履行の催告を行い，

催告後，30日を経過しても契約履行がなされない場合，契約の解除が可能

この場合，その責めに帰すべき者が相手方に対し，契約の解約に準じた補償を実施

契約供給期間

満了後の扱い

いずれか一方が，契約供給期間満了日の3年前までに期間の延長を申し出た場合，その

相手方は契約延長の協議に応じる

契約供給期間満了後は，当社への売電のほか，契約の全部または一部を当社以外に販

売することが可能

（３）契約に関する概要 つづき



２．ＲＦＣでいただいたご提案の概要と

当社の考え方（ご回答）
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テーマ 主なご提案（論点） 件数

（１）価格

上限価格

・上限価格および算定方法の公表

・自社応札分の系統アクセス工事の算定根拠の明示

4件

入札価格 ・二酸化炭素対策の評価方法の拡大 1件

評価

・系統アクセス工事費の再算定結果の合理的説明

・非価格要素の追加，削除

・落札候補者の選定における入札価格の再算定期間延長

6件

（２）ｽｹｼﾞｭｰﾙ・入札条件

・入札募集期間の延長，契約供給期間の拡大

・利用率の設定や変動幅の見直し

9件

（３）環境アセスメント ･環境アセスメントに起因する解約時の補償免責 1件

（４）運用 ・出力変化部分の所要時間の協議による設定 1件

（５）契約

条件

ｴｽｶﾚｰｼｮﾝ ・燃料費等に係わる指標の追加・見直し，資本費等へのｴｽｶﾚｰｼｮﾝ適用 6件

被災復旧・

運開繰延

・被災からの復旧における免責の限度となる期間（１２ヶ月）の削除

・運開繰り延べの限度となる期間（１２ヶ月）の削除

5件

その他 ・利用率低下補正，停電停止，解約の取り扱いに関するご提案など 10件

（６）その他 ・入札様式記入の考え方や契約書の形態へのご質問，ご提案など 6件

ご提案等総数 49件

いただいたご提案の主なテーマ・概要は下表のとおり。（参考資料４ ＲＦＣでいただいたご提案と当社の回答）

次頁以降で，主なご提案の中から，火力入札ＧＬに係るものを中心に抽出し，当社の考え（回答）をまとめました

ので，火力入札ＧＬへの適合性の観点からご確認をお願いいたします。



２－２．主なご提案ならびに当社回答① 14

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

上限

価格

(自社応札する場合)

落札した場合に実際

に設置される電源の

原価に基づき，他の応

札者と同様の方法に

より算定する。落札価

格が電気料金算定上

の適正な原価とみなさ

れることから，ここで設

定される上限価格は，

能率的な経営の下に

おける適正なコストを

前提とする必要がある

（この場合，事前に上

限価格を公表すること

は要しない）。

[p.8]

・入札価格をもとに算定

した判定価格が上限価

格以下となること。

・当社は自社応札を予

定しているため，当社の

自社応札価格を上限価

格とし，上限価格の公表

はしない。

[4章(1)]

・上限価格は，公平性・

プロジェクト可否の判断

に用いる解約補償金の

算定等のため，算定根

拠を含め公表すべき。

[計2件： No5,6]

・上限価格には既存設

備にかかわるコストを

含めるべき。

[計1件： No7]

・火力電源入札ＷＧにて上

限価格を明らかにしたうえ

で審査いただくこととなり

ます。解約補償金の算定

のために，落札者さまに対

しては契約協議の過程に

おいて開示いたします。

・上限価格は，他の応札

者さまと同様，各々の判断

に基づき設定されるものと

考えております。

・系統アクセス設備の建

設に必要な工期が確保

できること。

[4章(6)]

・系統アクセス工事に

関る事項は，自社応札

分についても受電側接

続検討の回答によるも

のであることを明示・確

認すべき。

[計1件： No14]

・自社，他社を問わず，系

統アクセス工事の内容は

受電側接続検討の回答に

よるものであることを確認

いたします。

○価格に関するご提案（上限価格）

ＲＦＣでは，上限価格および算定方法の公表，自社応札分の系統アクセス工事の算定根拠明示についてご提案

をいただきました。

当社としては，上限価格は自社応札価格とするため，公表しないこととしています。また，入札価格の算定は，他

の応札者さまと同様の方法により含まれるべき費用項目を包含し適正に算定することが前提と考えております。



２－２．主なご提案ならびに当社回答② 15

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

ＣＯ２

対策

コスト

⑤環境特性

次のいずれかにより

評価することとする。

（イ）入札実施会社が

自社の最終的な排出

係数の調整を行うこと

を前提に，入札実施

会社の全電源ＣＯ２排

出原単位への影響を

価格評価。

（ロ）発電事業者側で

ＣＯ２クレジット調達す

ること等により，排出

係数を調整した上で

応札し，そのための費

用は「電源の入札価

格」に算入。

[p.12]

・当社または落札者にて，

入札電源の二酸化炭素

排出係数を当社が指定

する基準排出係数に調

整する。

・当社が調整する場合，

評価過程において調

整コストを入札価格に

加算し価格評価。

・応札者が調整する場

合，調整コストを入札

価格に含めることで価

格評価。

[5章(1)d]

・ＣＯ２対策について，炭

素クレジット調達ではなく

自社プラントでの削減な

ど自前で行う場合，非価

格要素として加点すべき。

[計1件： No16]

・判定価格を算定する際

に，「当社が指定する二

酸化炭素排出係数の基

準値に対して調整する」

との考え方により，その

コストを価格評価してい

るため，非価格要素での

評価はいたしません。

○価格に関するご提案（入札価格）

入札価格については，二酸化炭素対策の評価方法に関するご提案をいただきました。

当社としては，二酸化炭素対策コストは判定価格の算定の過程において価格評価しており，非価格要素での評

価はしないことといたしました。



２－２．主なご提案ならびに当社回答③ 16

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

電源

線等

工事

費

②系統アクセスコスト

（特定負担分につい

て）応札締切後に状

況変化が生じた場合

には，中立的機関に

対してその理由を明

らかにした上で，事前

に行う接続検討によ

り算定された電源線

の敷設費用等の額と

異なる額を算定し，こ

れを「①電源の入札

価格」に反映すること

も可能とする。

[p.12]

・他の応札者と競合する

場合等に，電源線等工事

費（特定負担分）および

電源線等以外工事費（一

般負担分）の均等化年経

費の再算定の必要有無

を確認し，再算定が必要

な場合，入札価格を調整

する。

[7章(1)]

・入札価格を調整する場

合，入札プロセスの透明

性確保のため，再算定

が必要となった背景や

入札価格への影響等に

ついて，応札者へ合理

的な説明をすべき。

[計1件： No22]

・再算定結果も含め火力

電源入札ＷＧにて評価い

ただくことから，入札プロ

セスの透明性は確保され

るものと考えております。

再算定結果については，

落札者決定後に再算定

の対象となる応札者さま

にお知らせします。

○価格に関するご提案（評価）

入札価格の評価については，系統アクセス工事費の再算定結果の合理的説明，非価格要素の追加削除，落札

候補者の選定における入札価格の再算定期間延長に関するご提案をいただきました。

系統アクセス工事費については，再算定結果を対象の応札者さまにお知らせいたします。

非価格要素については，当社が重要と考えている需給変動対応および計画の確実性に関し必要な項目を設定

したものであり，原案のとおりとさせていただきます。

落札候補者の選定における入札価格の再算定期間については，今回いただいたご提案を踏まえ，期間を２週間

から１ヶ月間に見直しさせていただくことといたしました。



２－２．主なご提案ならびに当社回答④ 17

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

非価

格要

素

(ⅱ) 非価格要素につ

いては，一例を示すと

以下のとおり。

①運開時期の調整

②需給運用の弾力性

③通告変更期限の弾

力性

④利用率変動許容性

⑤用地確保等の確実

性

⑥燃料調達の確実性

⑦事業継続の確実性

[p.13]

・需給変動対応および計

画の確実性に資する項

目を非価格要素として設

定。

①直前通変に対応可能

②周波数調整に参加

③利用率変動許容性を

±１５％まで許容

④用地確保済み

⑤燃料調達の具体的計

画を有する

⑥日間起動停止が可能

※⑥は募集電源２のみ

[7章(2)(3)]

・非価格要素「周波数

調整に参加」は削除

し，電力システム改革

の制度設計が示され

た後に協議にて決定

とすべき。

・非価格要素「燃料調

達の具体的計画を有

する」は定義が抽象

的なうえ，最大３０％

の利用率変動に対応

するための柔軟な燃

料調達と整合が取り

難いため，削除すべ

き。

[計1件 ：No23]

・非価格要素は，経年火力の

計画的な代替に向け，当社が

重要と考える項目を設定して

おります。

「周波数調整に参加」につい

ては，経年火力が現在担って

いる需給変動対応電源として

の機能が今後も必要であるこ

とから設定しております。

「燃料調達の具体的計画を

有しているもの」に関しては，

提出様式の様式３および様式

２０により確認いたします。な

お，契約が未締結など入手方

法が確定していない場合等は，

契約の具体的見通しを記載い

ただくことで確認いたします。

・「自治体同意済み」

については同点の場

合に加味するとある

が，電気事業の公益

性や影響度の観点か

ら必須項目とすべき。

[計1件： No24]

・「自治体同意済み」は発電所

の建設にあたり必要な項目と

考えておりますが，応札にあた

り満たすべき条件とした場合，

応札可能な事業者が限定され

てしまうため，必須項目とはい

たしません。

○価格に関するご提案（評価） つづき



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑤ 18

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案

当社回答

（ご提案一部反映）

非価

格要

素

(ⅱ) 非価格要素につ

いては，一例を示すと

以下のとおり。

①運開時期の調整

②需給運用の弾力性

③通告変更期限の弾

力性

④利用率変動許容性

⑤用地確保等の確実

性

⑥燃料調達の確実性

⑦事業継続の確実性

[p.13]

・需給変動対応および計

画の確実性に資する項目

を非価格要素として設定。

①直前通変に対応可能

②周波数調整に参加

③利用率変動許容性を±

１５％まで許容

④用地確保済み

⑤燃料調達の具体的計画

を有する

⑥日間起動停止が可能

※⑥は募集電源２のみ

[7章(2)（3）]

・地球温暖化対策に資

するため，新技術の採

用による燃料消費量，

ＣＯ２排出量の低減効

果を非価格要素として

評価すべき。

[計1件： No25]

・判定価格を算定する際，

「当社が指定する二酸化

炭素排出係数の基準値

に対して調整する」との考

え方により，そのコストを

価格評価をしているため，

非価格要素での評価は

いたしません。

・「電源の短い起動時

間」「高い負荷変化率」

を非価格要素として評

価すべき。

[計1件： No26]

・当社として必要な需給

変動対応に関する評価項

目は入札募集要綱（案）

に具体的に提示しており，

ご提案項目については非

価格要素といたしません。

落札

候補

者選

定

当落線上の電源の扱

いについては，入札実

施会社が選択する手

法により決定すること

とする。また，選択す

る手法は，入札要綱に

おいて明確化すること

が適切である。 [p.13]

・夏季出力の累計量が７０

万ｋＷを超える場合，入札

価格の再算定および非価

格要素の再検討を依頼。

再算定後の提出書類は，

原則として再算定を依頼し

た日から２週間以内に提

出。 [7章(4)]

・数百億円オーダーの

投資内容の変更を２週

間で判断するのは困難

であるため，再算定期

間は入札募集期間相

当とすべき。

[計1件： No27]

・ご・ご・ご・ご提案提案提案提案をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ，，，，再算定再算定再算定再算定

期間期間期間期間についてはについてはについてはについては，，，，会社会社会社会社とととと

してしてしてして判断判断判断判断するするするする期間期間期間期間をををを考慮考慮考慮考慮

しししし「「「「依頼依頼依頼依頼したしたしたした日日日日から２から２から２から２週間週間週間週間

をををを原則原則原則原則」」」」をををを「「「「依頼依頼依頼依頼したしたしたした日日日日かかかか

ら１ヶら１ヶら１ヶら１ヶ月月月月をををを原則原則原則原則」」」」にににに変更変更変更変更しししし，，，，

入札募集要綱入札募集要綱入札募集要綱入札募集要綱（（（（案案案案））））をををを修修修修

正正正正することといたしますすることといたしますすることといたしますすることといたします。。。。

○価格に関するご提案（評価） つづき



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑥ 19

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

募集

期間

募集期間につい

ては，発電事業

者側に十分な事

業検討期間が確

保される必要が

あることから，適

切な期間を取る

ことが必要であ

る（入札要綱に

対する提案募集

を実施する期間

を含め，概ね６ヶ

月程度が目安と

なる）。

[p.6]

RFC開始：H26.4.10

入札開始：H26.7中旬

入札締切：H26.10下旬

[1章]

※RFC募集期間を含め

６ヵ月強
（注）

（注）入札開始時期は火力電源入札

WGを経て，募集要綱が確定した後

となるため，変更となる可能性あり。

・入札募集期間につい

て，要綱確定後３ヶ月

強では検討期間として

短すぎるため延長すべ

き。

[計1件： No2]

・入札募集期間は，電気事業

法施行規則（第30条第1項第

1号「募集期間が三月以上」）

に基づき設定しています。

なお，入札募集要綱（案）の

公表から検討開始いただけ

れば6ヵ月程度の期間が確保

いただけるものと考えており

ます。

・受電側接続検討結果は，

原則として３ヶ月以内に回答。

検討期間が３ヶ月を超える

場合は，その理由および検

討状況を説明。

[8章(3)]

・受電側接続検討の検

討期間が３ヶ月を超え，

入札募集締切を経過し

た場合，募集締切を延

長すべき。

[計1件： No28]

・受電側接続検討の期間は

原則３ヶ月であることから，応

札締切に間に合うよう可能な

限り早めのお申込みをお願

いいたします。

○スケジュール・入札条件に関するご提案

入札募集期間の延長のご提案については，電気事業法ならびに火力入札ＧＬを踏まえ設定しておりますので，

見直しは行なわないこととさせていただきます。

入札条件については，利用率の設定や変動幅，大規模災害（高レベル地震動や最大クラスの津波）時の復旧期

間に関するご提案をいただきました。

需要変動対応や経済運用には，利用率変動の一定の自由度を確保することが必要と考えており，また復旧期

間については，東日本大震災の経験も踏まえ設定しており，見直しは行わないこととさせていただきます。

その他，募集電源種別，契約供給期間についてもご提案をいただきましたが，原案通りとさせていただきます。



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑦ 20

項目 火力入札GL

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

募集

電源

電力供給の効率化と

いう観点からは，電

源種別の指定をする

ことにより供給コスト

が増加することは望

ましくなく，電源種別

はあくまでも経済合

理性に基づいて選択

されるべきである。

[p.7]

・記載なし ・募集電源について，燃料

種別を特定すべき。

[計1件 ：No3]

・電源種別は，火力入札

ＧＬにおいて経済合理性

に基づき選択されるべき

とされており，燃料種別

の特定は認められており

ません。

契約

供給

期間

供給期間は１５年間

を原則としつつ，応札

者の希望があれば１

５年未満又は１５年を

超える期間の応札も

可能とする。なお，供

給期間の異なる電源

の評価において公平

性，透明性を担保す

る観点から，評価の

方法を事前に公表す

ることが適当である。

[p.8]

・契約供給期間は，原

則として１５年とするが，

１０～２０年の範囲で選

択可能。

[4章(2)]

・契約供給期間の違い

による入札価格の補正

は行わない。

［7章(1)]

・契約供給期間は１０～２０

年の範囲で選択可能だが，

更なる長期契約も可能とす

べき。

・選択した供給期間で評価

が変わらないことを確認した

い。

[計1件： No8]

・契約供給期間の更なる

長期化は考えておりませ

んが，供給期間満了後

は契約延長の協議を可

能としております。

・入札募集要綱（案）にお

いて，供給期間の違いに

よる入札価格の補正は

行わないこととしておりま

す。

○スケジュール・入札条件に関するご提案 つづき



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑧ 21

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

利用

率変

動許

容性

応札条件及び評

価項目・基準につ

いては，入札制度

の透明性確保の

ためにも，可能な

限り具体的，客観

的，定量的な基準

により設定された

ものであり，かつ，

あらかじめ公表さ

れることにより入

札を検討する者に

とっての予見可能

性が確保されたも

のであることが必

要である。また，入

札制度の透明性

確保のためにも，

可能な限り基準・

重み付けの考え方

について説明され

ることが必要であ

る。

[p.9]

・年間利用率は年

間通告利用率から

±１０％まで調整

可能であることと

する。

[4章(4)]

・最大３０％の利用率変動に

対応する場合，燃料使用量

の変動が燃料調達に支障を

きたすこと，起動停止回数増

加によりガスタービン設備の

寿命を消費することから，協

議によって合意した場合のみ

の対応とすべき。

[計1件： No9]

・将来的に需要変動などがあっ

た場合でも，低廉な電気料金実

現のため当社供給力の最経済

運用を実現する必要があり，年

間通告利用率を変動する自由

度を確保させていただくことで

考えております。

また，利用率変動許容性の

±１０％については，火力入札

GLにも応札の最低条件として

記載されております。

・設置される発電

設備は，発電事業

に関連する諸法令

を遵守する。

・高レベル地震動，

最大クラスの津波

に対しては「設備

の減災（早期復

旧：１２ヶ月）」を基

本とする。

[4章(5)]

・JEAC3605，JEAG5003に準

拠すれば，早期復旧（12ヶ

月）を目安とする減災が可能

となるという判断でよいか。

・東日本大震災において被災

した発電所には，復旧に１年

以上要した発電所もあること

から，早期復旧期間の12ヶ月

については再検討すべき。

・入札後に公的な基準が見

直された場合の扱いを明示

すべき。

[計4件： No10～13]

・入札募集要綱（案）に記載の

規程等に基づき対策を図ること

で，高レベル地震動および最大

クラスの津波でも減災可能と考

えます。復旧期間の12ヶ月は，

東日本大震災の経験も踏まえ

設定していることから，原案通

りとさせていただきます。

・入札後に耐震設計や津波対

策の基準の見直しがなされた

場合は，その時点で協議させて

いただきます。

遵守

すべ

き基

準

○スケジュール・入札条件に関するご提案 つづき



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑨ 22

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

解約

の

免責

事由

天変地異その他の、

落札者の責めとなら

ない，客観的に見て

予測困難なやむを得

ないと判断できる事

由により，発電所建

設の見通しを立てる

ことが事実上困難に

なる場合は，上記の

契約保証金等の支

払いは免責又は軽減

されるべきである。

[p.10]

・当社または落札者のいず

れか一方にやむを得ない

事由が生じた場合，契約の

解約が可能。

・落札者が以下の事由によ

り解約を申し出る場合，補

償は免責される。

・天変地異等やむを得な

い事由

・落札者の責めとならない

地域事情等の事由によ

り，発電所の建設の見

通しがたたずにやむを得

ず解約する場合で，解約

を申し出た時期が契約

締結後１年以内の場合。

[9章(13)]

・環境アセスメントの結

果，京都議定書目標達

成計画（後継計画も含

む）との整合が図られて

いないとして発電所の

建設が認められない場

合，解約の補償は免責

されることでよいか。

[計1件： No41]

・「京都議定書目標達成

計画との整合」について

は，当該計画の後継計

画等が現時点で明らか

になっていないことから，

後継計画等が明らかに

なったうえで発電所の建

設が認められなかった場

合に協議させていただき

たいと考えています。

○環境アセスメントに関するご提案

環境アセスメントの結果，京都議定書目標達成計画（後継計画も含む）との整合の観点から発電所の建設が認

められない場合における解約補償の免責についてご質問をいただきました。

京都議定書目標達成計画の後継計画等が明らかになった以降において，ご質問のような事案が発生した場合

には，その時点で協議させていただきたいと考えております。



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑩ 23

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

ｴｽｶ

ﾚｰ

ｼｮﾝ

(燃料

費)

応札条件及び評価項

目・基準については，

入札制度の透明性確

保のためにも，可能な

限り具体的，客観的，

定量的な基準により

設定されたものであり，

かつ，あらかじめ公表

されることにより入札

を検討する者にとっ

ての予見可能性が確

保されたものであるこ

とが必要である。また，

入札制度の透明性確

保のためにも，可能

な限り基準・重み付

けの考え方について

説明されることが必

要である。 [p.9]

･入札価格の算定

において，運転維

持費，燃料本体費，

燃料関係諸経費に

適用するｴｽｶﾚｰｼｮ

ﾝ率は０％とする。

・受給開始後の料

金は，次の指標の

変動率による補正

を行う。

・運転維持費

・燃料関係諸経費

一人あたり雇用者

報酬指数，企業物

価指数，消費者物

価指数，変動なし。

・燃料本体費

貿易統計における

石炭，原油，液化天

然ガス [5章(1)]

・貿易統計以外の指標

も使用できるようにす

べき。

・燃料本体費の調整に

おいて熱量補正を行う

べき。

[計2件： No17,20]

・同一条件のもとで評価する必要

があること，仕組みが複雑化する

こと，貿易統計は電気料金の燃料

費調整制度の指標としても採用さ

れている客観的指標であることか

ら，貿易統計を採用しております。

・貿易統計では単位あたり発熱量

が公表されていないこと等から適

切な補正は困難と考えます。

ｴｽｶ

ﾚｰ

ｼｮﾝ

(資本

費等)

・建設費，金利の変動

について補正すべき。

・入札時点と融資契約

時点の基準金利の比

を補正すべき。

・灰処理費用等指標に

反映されない項目の

変動も受給料金に反

映すべき。

[計4件：No18,19,32,33]

・入札価格は，変動要素に関する

織り込み方法も含めて応札者さま

の判断に基づき設定されるものと

考えていることから，補正はいたし

ません。

・灰処理方法は応札者さまの工夫

や努力が求められる部分があるも

のと考えております。また，指標に

反映されない項目の一般化は困

難と考えております。

○契約条件に関するご提案（エスカレーション）

受給料金のエスカレーションについては，燃料費等に係わる指標の追加，資本費等へのエスカレーション適用の

ご提案をいただきました。

当社としては，燃料費については同一条件のもとで評価する必要があることや，指標の追加は仕組みを複雑化

させること，また資本費等に関する変動要素の入札価格への織り込み方法は応札者さまの判断に基づくものと

考えていることから，エスカレーションの適用は行わないことといたします。



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑪ 24

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

超過

停止

割戻

料金

応札条件及び評価項

目・基準については，

入札制度の透明性確

保のためにも，可能な

限り具体的，客観的，

定量的な基準により

設定されたものであり，

かつ，あらかじめ公表

されることにより入札

を検討する者にとって

の予見可能性が確保

されたものであること

が必要である。また，

入札制度の透明性確

保のためにも，可能な

限り基準・重み付けの

考え方について説明

されることが必要であ

る。 [p.9]

･停止電力量の算定に

おいて，耐震設計で想

定している高レベルの

地震動および津波対策

で想定している最大クラ

スの津波に起因する事

故等の免責については，

被災日から１２ヶ月間を

免責期間の基準とし，

復旧することを前提に

協議する。

[9章(7)]

・東日本大震災において

被災した発電所には，復

旧に１年以上を要した発

電所もあることから，免

責期間の上限の１２ヶ月

については削除すべき。

[計2件： No36,37]

・耐震設計，津波対策とも，

入札募集要綱（案）に記載

の規程等に基づき対策を

図ることにより，想定した

高レベル地震動および最

大クラスの津波による被

災の防災や減災が可能と

なること，当社が被災した

東日本大震災での経験も

踏まえ，機器調達期間等

も考慮し設定していること

から，原案通りとさせてい

ただきます。

○契約条件に関するご提案（被災復旧・運開繰延）

運開繰り延べの限度として設定した期間や被災からの復旧における免責期間（１２ヶ月）の削除について，ご提

案をいただきました。

当該期間については，電力安定供給の責務達成の観点，また，被災からの復旧については東日本大震災での

経験も踏まえて設定していることから，原案通りとさせていただきます。



２－２．主なご提案ならびに当社回答⑫ 25

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

供給

開始

繰り

延べ

落札者が契約違反した

場合（計画遅延等）や，

契約を解消する場合に，

その事由を勘案しつつ，

一定のペナルティを課

すことは，モラルハ

ザードを防止する観点

からも合理的である。

［p.10］

ＣＯ２に係る環境影響

評価においては，「環

境影響が，実行可能な

範囲内で回避又は低

減されているか（BAT）」，

「京都議定書目標達成

計画との整合が図られ

ているか」について検

討されている。

［p.11］

・「１２ヶ月を超える繰

り延べ」が判明した場

合，『契約の解約』の

やむをえない事由と

する。

［9章(12)］

・以下の事由による

場合は，補償を免責

されるものとする。

落札者の責めとな

らない地域事情等

の事由により，発

電所の建設の見通

しがたたずにやむ

を得ず解約する場

合で，解約を申し

出た時期が契約締

結後１年以内の場

合。

［9章(13)］

・東日本大震災において

約2年間停止した発電所

もあり，１２ヶ月の規定は

廃止，あるいは協議とす

べき。

・環境影響評価，地元自

治体等との交渉に起因す

る繰り延べは補償を免責

とすべき。

・やむを得ず契約締結後

１年以内に解約を申し出

た場合は補償が免責とな

るが，地域事情等の事由

は供給開始までの期間

にわたり生じうるため，１

年以内を削除して欲しい。

・補償の免責事項として，

「環境影響評価の結果，

建設が認められない場

合」，「BATの変更により

建設が認められない場

合」を追加して欲しい。

[計3件： No38～40]

・今回の入札は経年火力の

計画的な代替を行うために

実施するため，供給開始遅

延の限度や契約締結後の

補償免責期間を１２ヶ月とし

ています。

・当社は入札ＧＬに基づきＢ

ＡＴ表への適合を求めてお

ります。ＢＡＴ表が変更に

なった場合もその条件に適

合していただく必要があるも

のと考えますが，詳細はそ

の時点で協議させていただ

きます。また，「京都議定書

目標達成計画との整合」に

ついては，後継計画等が明

らかになったうえで発電所

の建設が認められなかった

場合に協議させていただき

たいと考えております。

○契約条件に関するご提案（被災復旧・運開繰延） つづき



【参考】ＲＦＣでいただいたその他のご提案等

（火力入札ＧＬ対象外）
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【参考】火力入札ＧＬに規定のない事項に関するご提案① 27

○運用に関するご提案

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

通告

運用

該当無し ・出力変化（起動・停止を含

む）の所要時間は落札者ご

とに設定するが，起動部分

を除き，原則として最低出

力から契約最大電力まで

の所要時間は２時間程度

を目安とする。

［9章(1)］

・最低出力の定義を明確化

すべき。

・所要時間は協議のうえ決

定したい。また，協議により

変更する場合は，超過停止

電力量の算定方法も変更

となるのか確認したい。

・停止から起動部分までの

所要時間はプラント，燃料

種別の特性に応じ任意に

設定可能か確認したい。

［計1件： No31］

・最低出力とは，停止から

起動部分を除き，安定して

運転可能な出力帯のうち

最低値のこととしておりま

す。

・所要時間は入札募集要

綱（案）の範囲内で協議に

より決定いたします。超過

停止電力量の算定は需給

運用に係る影響の観点で

設定しているため変更いた

しません。

・停止から起動部分は協議

により設定いたします。



【参考】火力入札ＧＬに規定のない事項に関するご提案② 28

○契約条件に関するご提案（その他）

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

年間

契約

基準

電力

量

該当無し ・年間契約基準電力量は，

『（３）年間契約基準利用

率』により応札者が選択し

た年間契約基準利用率に

もとづく年間計画電力量と

する。

［3章(4)］

・ガスタービンの外気温影

響については，異常気象な

ど事業者の責によらない場

合は免責として欲しい。

［計1件： No4］

・年間計画時点で，年間契

約基準電力量に影響を与え

る異常気象等を考慮するこ

とは現実的ではないと考え

ております。

なお，実受給段階での通告

未達は，最大通告時に外気

温度に起因して未達が生じ

た場合は通告未達割戻料

金の対象外としております。

利用

率低

下補

正

該当無し ・当社は運転停止や抑制

等を行った後の年間通告

電力量にもとづき，計画上

の発電効率の低下に対す

る補正を行うものとし，補

正内容については落札者

との協議により定める。

［9章(1)］

・入札者の予見性を高める

ため利用率低下補正方法

について，募集要綱で定め

る必要がある。

・利用率低下補正の精算時

点について資金繰りの観点

からは，年度に1 度精算で

はなく，実績値に即して月

次で精算が行われるべき。

［計2件： No29,30］

・補正の内容については落

札者さまとの協議により定

めることとしておりますが，

補正内容は，プラントごとに

異なり一般化が難しいため，

個別協議と考えております。

・計画における年間の利用

率低下補正のため，年度に

１度の協議が基本と考えて

おります。



【参考】火力入札ＧＬに規定のない事項に関するご提案③ 29

○契約条件に関するご提案（その他） つづき

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

停電

割戻

料金

該当無し ・停電の事由が天変地異

等やむを得ない事由によ

る場合で，当社と協議のう

え当社が同意した場合は

停電電力量の対象としな

い。

［9章(6)］

・天変地異であることを鑑

み，「当社が同意した場合

は」を削除して欲しい。

［計1件： No34］

・当社としては，当該事由が

天変地異等やむを得ない事

由に該当するかの確認を行

う必要があると考えておりま

す。協議によりやむを得な

い事由に該当すると判断し

た場合は，同意いたします。

超過

停止

割戻

料金

該当無し ・発電設備の点検あるい

はその他必要な時にあら

かじめ協議のうえ，送電の

全部または一部の停止を

行った場合，および発電

設備の事故等により，あら

かじめ協議によらず送電

の全部または一部の停止

を行った場合，停止した時

間における通告電力量と

実績受給電力量との差を

停止電力量とする。

［9章(7)］

・事故以外で送電停止を想

定し得るケースを例示して

欲しい。

・「全部の停止」の定義，2

系列のうち1系列の出力が

ゼロの場合の扱い，2系列

の場合のバンド幅を教えて

欲しい。

・年度末月の基本料金で精

算できない場合の扱いを教

えて欲しい。

・超過停止電力量の算定に

用いる３％の根拠を教えて

欲しい。

［計1件： No35］

・事故を未然に防ぐため，緊

急的に停止や抑制を行った

場合等を想定しております。

・「全部の停止」とは当社へ

の供給実績がゼロになるこ

とを指します。2系列の場合

は，契約ごとの実績で判断

いたします。

・年度末月の基本料金で精

算できない場合は，落札者

さまから当社にお支払いい

ただきます。

・日本電力調査委員会の火

力発電所計画外停止率調

査結果の2.5％を踏まえて

設定しております。
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○契約条件に関するご提案（その他） つづき

項目

火力

入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

契約

の解

約

該当無し ・当社または落札者のい

ずれか一方にやむを得な

い事由が生じた場合，契

約を解約できるものとする。

・（供給開始前の解約で，

補償が免責される場合）

以下の場合は，預かって

いる契約保証金を返却。

・落札者が解約を申し出

た場合で，補償を免責さ

れる場合。

・当社が解約を申し出た

場合。

・当社が申し出た場合は，

解約によって通常生ずべ

き落札者の損失を補償す

る。

［9章(13)］

・一方的な解約権の設定は

ファイナンス組成の観点か

ら障害であり，少なくとも双

方合意を前提として欲しい。

・落札者が貴社に契約保証

金を預託している場合，契

約保証金が返却されるとの

定めがあるが，当該記載に

関して，契約保証金の返却

の際に利息が付される旨，

明記して欲しい。

・「通常生ずべき落札者の

損失」として以下の金融コ

ストを含めて欲しい。

・借入金等の解除等の時

点における金融費用

・株主資本累計額および

期待利回り

・解除等に直接起因する

追加費用等の損害

［計3件： No42,43,48］

・契約を廃止せざるを得ないやむ

を得ない事由による解約を規定し

ており，基本的に相手方も合意せ

ざるを得ないと考えております。

・標準契約書(案）のとおり，供給

開始前に落札者さまが解約を申し

出て補償を免責される場合，当社

が解約を申し出た場合は，利息相

当を付さないこととしています。な

お，当社が解約を申し出た場合の

保証金に対する金利は，落札者さ

まの実損に含めてのご請求を想

定しています。

・通常生ずべき損失の具体的な内

容は落札者さまごとに事情が異な

るため，一般化は困難であると考

えております。

当社の申し出により解約となっ

た場合の補償額については，その

時点で因果関係を踏まえ，協議に

より定めるものといたします。
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○契約条件に関するご提案（その他） つづき

項目 火力入札ＧＬ

入札募集要綱(案)

【見直し前】

ご提案 当社回答

連帯

保証

該当無し ・当社との間で契約を締

結する相手方（契約の承

継者を含む）が，電力卸

供給を行うことを目的とし

た子会社，合弁会社等で

ある場合は，その出資者

である事業者から｢連帯

保証状｣を提出いただく。

［11章(4)］

・契約保証金を納付する

ため連帯保証は不要とす

べき。

・参加形態により資金調

達方法が変わりうるため，

連帯保証は関係者のリス

ク分担の柔軟性が損な

われ，円滑な資金調達の

弊害となる虞がある。

［計2件： No44,45］

・契約保証金は，供給開

始時に返却いたします。

一方，ＩＰＰ事業は長期

継続的な「電力の安定供

給」を担っていただくもの

であり，子会社または合

弁会社等を設立して事業

を行う場合には，事業の

継続性や安定性の観点

から，出資者に連帯して

保証いただくことが必要

であると考えております。



３．ＲＦＣでいただいたご提案等を踏まえた

入札募集要綱（案）の見直しについて

32



３．入札募集要綱（案）【見直し後】について 33

項目 入札募集要綱（案）【見直し前】 入札募集要綱(案）【見直し後】

[p58] 7. (4)

落札候補者の

選定

当社が指定する期日とは，依頼した日から２

週間を原則とし，具体的な日時は依頼する

際に公証人立会のもと書面でお伝えします。

[ご提案 計1件： No27]

当社当社当社当社がががが指定指定指定指定するするするする期日期日期日期日とはとはとはとは，，，，依頼依頼依頼依頼したしたしたした日日日日から１ヶから１ヶから１ヶから１ヶ

月月月月をををを原則原則原則原則としとしとしとし，，，，具体的具体的具体的具体的なななな日時日時日時日時はははは依頼依頼依頼依頼するするするする際際際際にににに公公公公

証人立会証人立会証人立会証人立会のもとのもとのもとのもと書面書面書面書面でおでおでおでお伝伝伝伝えしますえしますえしますえします。。。。

[p14]4.(5)

遵守すべき

基準

http://www.meti.go.jp/press/2013/04

/20/20130426003/20130426003-4.pdf

[ご提案以外]

http://www.meti.go.jp/policy/safety_secuhttp://www.meti.go.jp/policy/safety_secuhttp://www.meti.go.jp/policy/safety_secuhttp://www.meti.go.jp/policy/safety_secu

rity/industrial_safety/sangyo/electric/filerity/industrial_safety/sangyo/electric/filerity/industrial_safety/sangyo/electric/filerity/industrial_safety/sangyo/electric/file

s/bat_sankouhyou/bat_20140501.pdfs/bat_sankouhyou/bat_20140501.pdfs/bat_sankouhyou/bat_20140501.pdfs/bat_sankouhyou/bat_20140501.pdf

※平成26年5月1日にＢＡＴの参考表が更新され

ておりますので，入札募集要綱（案）ｐ.１４の参

照先についても更新させていただきます。

[p109]別紙1

振替供給に必

要な料金および

振替損失

入札募集要綱（案）ｐ.１０９（別紙１）

[ご提案以外]

※中部電力（株）の振替供給に必要な料金およ

び振替損失率が平成26年5月1日に変更となっ

ておりますので，別紙のとおり更新させていただ

きます。

ＲＦＣを通じてご提案をいただいた，落札候補者選定における入札価格の再算定期間の延長については，当該

期間を２週間を１ヶ月に見直ししております。

また，最新鋭の発電技術の商用化および開発状況（ＢＡＴの参考表）の更新にともなう参照先の変更，中部電力

（株）の振替供給に必要な料金および振替損失率の変更について，以下のとおり反映しております。
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振替供給振替供給振替供給振替供給にににに必要必要必要必要なななな料金料金料金料金およびおよびおよびおよび振替損失率振替損失率振替損失率振替損失率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州電力九州電力九州電力九州電力    

当社までの振替料金 

２．２８円/kWh 

当社までの振替損失率 

８．１％ 

中国電力中国電力中国電力中国電力    

当社までの振替料金 

１．９６円/kWh 

当社までの振替損失率 

７．１％ 

周波数 
変換 
設備 

阿南変換設備 

南福光連系設備 

北本連系設備 

0.32 

円/kWh 

1.0％ 

0.37 

円/kWh 

1.4％ 

関西電力関西電力関西電力関西電力    

当社までの振替料金 

１．５９円/kWh 

当社までの振替損失率 

５．８％ 

0.53 円/kWh 

0.3％ 
0.26 円/kWh 

0.8％ 

四国電力四国電力四国電力四国電力    

【本四連系の場合】  【阿南変換の場合】 

当社までの振替料金  当社までの振替料金 

２．３６円/kWh    ２．０９円/kWh 

当社までの振替損失率    当社までの振替損失率 

６．５％       ６．７％ 

0.24 円/kWh    0.5％ 
0.24 円/kWh 

0.2％ 

中部電力中部電力中部電力中部電力    

当社までの振替料金 

１．３５円/kWh 

当社までの振替損失率 

５．２％ 

0.24 

円/kWｈ 

0.6％ 

1.07 円/kWh 

2.1％ 

0.28 円/kWh  0.4％ 

0.28 円/kWh 

0.5％ 

北陸電力北陸電力北陸電力北陸電力    

【越前連系の場合】 

当社までの振替料金 

１．８７円/kWh 

当社までの振替損失率 

６．２％ 

 

【南福光連系の場合】 

当社までの振替料金 

２．７０円/kWh 

当社までの振替損失率 

７．６％ 

 

東京電力東京電力東京電力東京電力    

当社までの振替料金 

０．１９円/kWh 

当社までの振替損失率 

１．９％ 

0.17 

円/kWh 

1.4％ 

0.99 円/kWh 

2.0％ 

0.19 円/kWh  1.9％ 

    

東北電力東北電力東北電力東北電力    

北海道電力北海道電力北海道電力北海道電力    

当社までの振替料金 

１．５６円/kWh 

当社までの振替損失率 

４．４％ 

0.29 円/kWh  0.3％ 

１.27 円/kWh 

4.1％ 

（注）北陸電力または四国電力の系統に連系し，当社へ供給する場合，

それぞれ２つある接続ルートのどちらを使用するかについては，

各社による接続検討等の結果によります。 

【算定方式】 

１．振替供給に必要な料金 

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる事業者間精

算単価（平成 26 年 5 月現在）にもとづき，当社以外の一般電気事業者から

当社までの振替供給に必要な料金（振替料金）を算定しております。 

 

２．振替損失率 

一般電気事業者間における振替供給に係る費用の算定に用いる振替損失率

（平成 26 年 5 月現在）にもとづき，当社以外の一般電気事業者から当社ま

での振替損失率を算定しております。 

 

３．その他 

 当社以外の一般電気事業者から当社までの振替供給に必要な料金および振替

損失率に変更が生じた場合は，当社ホームページ上の以下のアドレスに掲載

して速やかにお知らせします。 

（当社の火力電源入札に関する特設ページ） 

http://www.tohoku-epco.co.jp/jiyuka/nyusatu.htm 

南いわき 
越前 

三

重 

東

岡

山 

新

山

口 

本四連系設備 

当社以外の一般電気事業者の系統に連系する場合において，応札者の価格評価等に用いる振替

供給に必要な料金および振替損失率は下図のとおりとします。 
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（１）判定価格

入札価格は電源対応とし，これに応札者があらかじめ知ることのできる二酸化炭素対策コストおよび需要地

近接性評価を加算・減算した判定価格が上限価格（非公表，当社の応札価格）以下となることとします。

上限価格 ＝ 発電単価 ＋ 電源線等工事費単価 ± 二酸化炭素対策コスト単価

（当社応札価格） （特定負担分）

（円／ｋＷｈ）

比 較

判定価格 ＝

（円／ｋＷｈ）

※１ 当社が二酸化炭素排出係数の調整を行う場合。

※２ 山形県に発電設備が立地する場合に０．１９円／ｋＷｈを差し引きます。

※３ 事業税率は，１．２８３％とします。

（２）評価価格

以下の算式（当社エリア内の場合）で評価価格を算定します。

評価価格 ＝ 判定価格 ＋ 電源線等以外工事費単価

（円／ｋＷｈ） （一般負担分）

※当社エリア外の場合，振替供給に伴う料金，損失率を加味します。

36参考１ 判定価格・評価価格について

入札募集要綱（案）において規定している判定価格および評価価格の概要は以下のとおりです。

入札価格 ± 二酸化炭素対策コスト単価
※１

－ 需要地近接性評価
※２

（１ － 事業税率
※３

）



設備利用率

50% 年間供給可能電力量

45% 年間契約基準電力量

40%

30%

年間通告電力量

（※当社が設定）

年間通告電力量の設定範囲

（契約最大電力に8,760時間を乗じた値の－10％に相当する電力量）

通告変更の許容範囲

（契約最大電力に8,760時間を乗じた値の±10％に相当する電力量）

【参考例１】募集電源１の場合

【参考例２】募集電源２の場合

37参考２－１ 通告運用について（当社通告の範囲）

入札募集要綱（案）および標準契約書（案）において規定している当社通告の範囲は以下の

とおりです。

年間通告電力量の設定範囲

（契約最大電力に8,760時間を乗じた値の－20％に相当する電力量）

通告変更の許容範囲

（契約最大電力に8,760時間を乗じた値の±10％に相当する電力量）

設備利用率

80%

75%

70%

60%

50%

年間供給可能電力量

年間契約基準電力量

年間通告電力量

（※当社が設定）



38参考２－２ 通告運用について（フロー）

入札募集要綱（案）および標準契約書（案）における通告運用に関するフローの概要は以下の

とおりです。



（１）電力量単価

・第１種電力量料金単価（通告分） ： 入札価格の可変費単価

・第２種電力量料金単価（通告超過分） ： 第１種電力量料金単価×０．５

ただし，通告を超えた電力量のうち，バンド幅以下の電力量は

第１種電力量とします。

※バンド幅：30分ごとに，契約最大電力の３％を２で除した値に相当する電力量。

※発電設備がＡＦＣ機能を具備している場合で，当社がＡＦＣ機能による出力変動を要請している時間帯に

ついては，契約最大電力のＡＦＣ調整幅相当（ＡＦＣ調整幅が±５％の場合は５％）を２で除した値に相当

する電力量をバンド幅に加えます。

≪ＡＦＣ機能不使用時≫ ≪ＡＦＣ機能使用時≫

39参考３－１ 通告超過分・通告未達分について①

入札募集要綱（案）および標準契約書（案）における通告超過分および通告未達分に関する規定

は以下のとおりです。

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

PPPP＝＝＝＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××３３３３％％％％

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（（（（≠≠≠≠契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

バンドバンドバンドバンド幅幅幅幅

通告超過分通告超過分通告超過分通告超過分（（（（第第第第２２２２種種種種））））

電力量電力量電力量電力量

ＰＰＰＰ

ＰＰＰＰ

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

PPPP＝＝＝＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××３３３３％％％％

Ｑ＝Ｑ＝Ｑ＝Ｑ＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××ＡＦＣＡＦＣＡＦＣＡＦＣ調整幅相当調整幅相当調整幅相当調整幅相当

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（（（（≠≠≠≠契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

バンドバンドバンドバンド幅幅幅幅

通告超過分通告超過分通告超過分通告超過分（（（（第第第第２２２２種種種種））））

電力量電力量電力量電力量

ＰＰＰＰ

ＰＰＰＰ

ＡＦＣＡＦＣＡＦＣＡＦＣ幅幅幅幅

ＱＱＱＱ

ＱＱＱＱ



（２）通告未達分

通告未達割戻料金 ＝ 通告未達電力量 × 通告未達割戻料金単価

・通告未達電力量：通告期間中において，発電設備の事故等の場合を除き，30分ごとの通告電力量に対し未達

（バンド幅までは許容します）が生じた場合の未達電力量

・通告未達割戻料金単価＝ × １．５

※バンド幅：30分ごとに，契約最大電力の３％を２で除した値に相当する電力量。

※発電設備がＡＦＣ機能を具備している場合で，当社がＡＦＣ機能による出力変動を要請している時間帯について

は，契約最大電力のＡＦＣ調整幅相当（ＡＦＣ調整幅が±５％の場合は５％）を２で除した値に相当する電力量を

バンド幅に加えます。

≪ＡＦＣ機能不使用時≫ ≪ＡＦＣ機能使用時≫

40参考３－２ 通告超過分・通告未達分について②

当該年度の基本料金年額

当該年度の年間通告電力量

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

PPPP＝＝＝＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××３３３３％％％％

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（（（（≠≠≠≠契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

バンドバンドバンドバンド幅幅幅幅

通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量

ＰＰＰＰ

ＰＰＰＰ

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

PPPP＝＝＝＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××３３３３％％％％

Ｑ＝Ｑ＝Ｑ＝Ｑ＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力××××ＡＦＣＡＦＣＡＦＣＡＦＣ調整幅相当調整幅相当調整幅相当調整幅相当

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（（（（≠≠≠≠契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

バンドバンドバンドバンド幅幅幅幅

通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量通告未達電力量

ＱＱＱＱ

ＱＱＱＱ

ＡＦＣＡＦＣＡＦＣＡＦＣ幅幅幅幅

ＰＰＰＰ

ＰＰＰＰ



（１）停電割戻料金

停電割戻料金 ＝ 停電電力量 × 停電割戻料金単価

・停電電力量 ： 通告期間中において，発電設備の事故等により，あらかじめ協議によらず送電の全部または

一部の停止を行った場合の，発生から２時間までの間の通告電力量と実績受給電力量の差

・停電割戻料金単価＝ × １．５

41参考４－１ 事故停止時について①

入札募集要綱（案）および標準契約書（案）における事故停止時に関する規定は以下のとおり

です。

当該年度の基本料金年額

当該年度の年間通告電力量

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（（（（≠≠≠≠契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

実出力実出力実出力実出力

実出力実出力実出力実出力

再並列再並列再並列再並列

２２２２時間時間時間時間

停電電力量停電電力量停電電力量停電電力量

事故発生事故発生事故発生事故発生



（２）超過停止割戻料金

超過停止割戻料金 ＝ 超過停止電力量 × 停止割戻料金単価

・超過停止電力量 ： 年間停止電力量累計
※

－ 当該年度の年間通告電力量 × ３％

※年間停止電力量累計 ： 通告期間中において，当社との協議の有無にかかわらず送電の全部または一部

の停止を行った場合の，停電電力量を除く通告電力量と実績受給電力量の差

（停止電力量）の年間累計値

・停止割戻料金単価＝

42参考４－２ 事故停止時について②

当該年度の基本料金年額

当該年度の年間通告電力量

通告電力到達通告電力到達通告電力到達通告電力到達

契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力

実出力実出力実出力実出力

通告出力通告出力通告出力通告出力（＝（＝（＝（＝契約最大電力契約最大電力契約最大電力契約最大電力））））

実出力実出力実出力実出力

再並列再並列再並列再並列

２２２２時間時間時間時間

停止電力量停止電力量停止電力量停止電力量

事故発生事故発生事故発生事故発生


